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命 令 書（写）

再審査申立人 学校法人松蔭学園

再審査被申立人 松蔭学園教職員組合外３名

上記当事者間の中労委平成２３年（不再）第２号事件（初審東京都労委平成１７

年（不）第２２号、同１８年（不）第３６号、同１９年（不）第１８号、同２０年

（不）第２４号及び同２１年（不）第１７号併合事件）について、当委員会は、平

成２４年１月１８日第１５６回第一部会において、部会長公益委員諏訪康雄、公益

委員野﨑薫子、同柴田和史、同山本眞弓、同中窪裕也出席し、合議の上、次のとお

り命令する。

主 文

I 初審命令主文を次のとおり変更する。

１ 学校法人松蔭学園（以下「学園」）は、松蔭学園教職員組合（以下「組合」）

の組合員Ｘ1（以下「Ｘ1」）、同Ｘ2（以下「Ｘ2」）及び同Ｘ3（以下「Ｘ3」）

の給与及び賞与について、次の措置を採らなければならない。

(1) Ｘ1の平成１５年度ないし平成１７年度の給与、Ｘ2の平成１５年度ないし

平成１９年度の給与及びＸ3の平成１５年度ないし平成２０年度の給与につ

いて、「是正後給与表」記載の給与月額から、本来支払うべき日に支払った

給与のほか、平成１６年９月２８日、平成１８年３月３０日、同年４月２５
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日、同年１２月２５日及び平成１９年４月２５日の仮支給（以下「本件仮支

給」）、並びに平成２１年９月４日の差額支給（以下「本件差額支給」）の額

を控除した金額について、年５分の割合による金員を支払うこと

(2) Ｘ1の平成１５年度ないし平成１７年度の賞与、Ｘ2の平成１５年度ないし

平成１９年度の賞与及びＸ3の平成１５年度ないし平成２０年度の賞与につ

いて、各年度とも、本来支給されるべき賞与の額は、「是正後給与表」記載

の給与月額の４．３か月分とし、同額から、本来支払うべき日に支払った賞

与、本件仮支給、本件差額支給及び平成２３年１月１９日の支給（以下「本

件初審後支給」）の額を控除した金額について、年５分の割合による金員を

支払うこと

２ 学園は、Ｘ1及びＸ2の退職金について、「是正後給与表」記載の給与月額

に基づいて再計算した退職金の額から、本来支払うべき日に支払った退職金

及び本件初審後支給の額を控除した金額について、年５分の割合による金員

を支払わなければならない。

是正後給与表 （単位：円）

15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度

給
Ｘ 1 390,340 394,340 398,440

与
月

Ｘ 2 400,490 404,490 408,590 412,590 416,690
額

Ｘ 3 382,240 388,290 392,290 396,390 400,490 404,490

３ 学園は、組合、Ｘ1、Ｘ2及びＸ3に対し、下記の文書を速やかに手交しなけ

ればならない。

記

年 月 日

松蔭学園教職員組合

執行委員長 Ｘ 3 殿

Ｘ 1 殿
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Ｘ 2 殿

Ｘ 3 殿

学校法人松蔭学園

理事長 Ｙ 1

平成１５年度ないし平成２０年度の間において、当学園が貴組合の組合員

Ｘ 1 氏、同Ｘ 2 氏及び同Ｘ 3 氏に対し、低額な給与及び賞与を支給したこと、

並びにＸ 1 氏及びＸ 2 氏に対し、低額な退職金を支給し、これを是正しなか

ったことは、中央労働委員会において、不当労働行為であると認定されまし

た。今後このような行為を繰り返さないようにいたします。

II 本件再審査申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は、学校法人松蔭学園（以下「学園」）が、松蔭学園教職員組合（以下

「組合」）の組合員Ｘ1（以下「Ｘ1」）、同Ｘ2（以下「Ｘ2」）及び同Ｘ3（以下

「Ｘ3」、３名の組合員を併せて「Ｘ1ら３名」）に対し、平成１５年度から平

成２０年度（以下、平成の元号を省略する。）までの間の給与及び賞与、並び

にＸ1及びＸ2の退職金について、以下の①ないし③のとおり取り扱ったことが

不利益取扱いの不当労働行為に当たるとして、組合、Ｘ1、Ｘ2及びＸ3（以下

「組合ら」）が、１７年３月２８日、１８年３月２９日及び１９年３月２３日、

組合、Ｘ 2 及びＸ 3 が、２０年３月２５日及び２１年２月２４日、計五次にわ

たって、東京都労働委員会（以下「都労委」）に救済を申し立てた事件である。

① 学園が、Ｘ 1 ら３名に対し、１５年度から２０年度までの間、非組合員と

比べて低額の給与を支給したこと

② 学園が、Ｘ 1 ら３名に対し、１５年度から２０年度までの間、非組合員と



- 4 -

比べて低い支給月数により、賞与を支給したこと

③ 学園が、１８年３月３１日に退職したＸ1及び２０年３月３１日に退職し

たＸ2に対し、２１年９月４日に是正される以前の給与月額に基づいて退職

金を支払い、是正後の給与月額に基づいた退職金との差額を支払わなかった

こと

２ 初審において請求した救済内容の要旨

(1) 都労委１７年（不）２２号事件の救済申立書

１５年度の給与及び賞与について、同年齢の非組合員であれば支払われる

であろう給与月額（Ｘ1は５２万５６８７円、Ｘ3は４６万６３９２円、Ｘ2

は５０万２３９５円）及び年間賞与（５．０か月）と既払額との差額を、そ

れぞれ年６分の割合による金員を付加して支払うこと（以下、付加して支払

う金員を「付加金額」と略すことがある。）等

(2) 都労委１８年（不）３６号事件の救済申立書

１６年度の給与及び賞与について、同年齢の非組合員であれば支払われる

であろう給与月額（Ｘ1は５３万３６８７円、Ｘ3は４７万４３９２円、Ｘ2

は５１万３９５円）及び年間賞与（５．０か月）と既払額との差額、並びに

付加金額を支払うこと等

(3) 都労委１９年（不）１８号事件の救済申立書

１７年度の給与及び賞与について、同年齢の非組合員であれば支払われる

であろう給与月額（Ｘ1は５４万６８７円、Ｘ3は４８万１３９２円、Ｘ2は

５１万７３９５円）及び年間賞与（５．０か月）と既払額との差額、並びに

付加金額を支払うこと、１８年３月３１日に定年退職したＸ1の退職金につ

いて、標準給与を４７万円として算出した退職金額と既払額との差額を支払

うこと等

(4) 都労委２０年（不）２４号事件の救済申立書

１８年度の給与及び賞与について、同年齢の非組合員であれば支払われる

であろう給与月額（Ｘ3は４８万８３９２円、Ｘ2は５２万４３９５円）及び
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年間賞与（５．０か月）と既払額との差額、並びに付加金額を支払うこと等

(5) 都労委２１年（不）１７号事件の救済申立書

１９年度及び２０年度の給与及び賞与について、同年齢の非組合員であれ

ば支払われるであろう給与月額（Ｘ3の１９年度は４９万３３９２円、２０

年度は４９万８３９２円）及び年間賞与（１９年度は５．０か月、２０年度

は４．８か月）と既払額との差額、並びに付加金額を支払うこと、２０年３

月３１日に定年退職したＸ2の退職金について、標準給与を４０万円として

算出した退職金額と既払額との差額を支払うこと等

(6) ２１年６月１２日付け「準備書面(1)」

組合らは、上記(1)ないし(5)の請求する救済内容を、以下のとおり変更し

た。

① Ｘ1ら３名の１５年度ないし２１年度（Ｘ1については１７年度まで、

Ｘ2については１９年度まで）の給与を、当委員会が１９年８月２２日に

交付した７年度ないし１４年度の賃金差別事件に係る救済命令（以下「中

労委１９年命令」）に準拠して昇給したものとして取り扱い、また、年

間賞与月数を同命令に示された４．５か月として取り扱い、是正後の給

与額及び賞与額から、既払額、並びに１６年９月２８日、１８年３月３

１日、同年４月２５日、同年１２月２５日及び１９年４月２５日の仮支

給（以下「本件仮支給」。なお、後記第３の２のとおり、当委員会は、

１８年３月実施分の仮支給日は同月３０日と認定する。）の額を控除し

た額に、それぞれの支給日の翌日から支払い済みまで年６分の割合によ

る金員を付加して支払うこと

② Ｘ1の退職金を、中労委１９年命令に準拠して是正した給与額に基づき

算出した額と既払額との差額に、１８年４月１日から支払済みまで年６

分の割合による金員を付加して支払うこと

③ Ｘ2の退職金を、中労委１９年命令に準拠して是正した給与額に基づき

算出した額と既払額との差額に、２０年４月１日から支払済みまで年６
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分の割合による金員を付加して支払うこと

④ 文書掲示

３ 初審命令の要旨

都労委は、２２年１２月７日付けで、Ｘ 1 ら３名の１５年度から２０年度までの

間の給与及び賞与、並びにＸ 1 及びＸ 2 の退職金について、労働組合法第７条第１

号の不当労働行為の成立を認め、学園に対し、以下の①ないし④を命じることを決

定し、２３年１月１４日に初審命令書を交付した。

① Ｘ1ら３名の１５年度ないし２０年度の給与について、２１年９月４日の差額支

給（以下「本件差額支給」）において是正された給与月額と既払額との差額に年５

分の割合による金員を付加した金額から、学園が同人らに対して行った本件仮支

給及び本件差額支給の金額を控除の上支払うこと

② Ｘ1ら３名の１５年度ないし２０年度の賞与について、本件差額支給において是

正された給与月額を基に、年間賞与月数を４．３か月として取り扱い、既に支給

された賞与との各差額及び各差額に対する年５分の割合による金員を支払うこと

③ Ｘ1とＸ2の退職金について、本件差額支給において是正された給与月額に基づ

いて再計算した額と、既に支給した額との差額及びこれに対する年５分の割合に

よる金員を付加した額を支払うこと

④ 文書交付

４ 再審査申立ての要旨

学園は、２３年１月２５日、初審命令の取消し及び救済申立ての棄却を求め

て、再審査を申し立てた。

５ 本件の争点

(1) 給与

学園が、Ｘ1ら３名に対し、１５年度から２０年度までの間、非組合員と

比べて低額の給与を支給したことが、不利益取扱いの不当労働行為に当た

るか。
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(2) 賞与

学園が、Ｘ1ら３名に対し、１５年度から２０年度までの間、賞与の支給

において不利益取扱いの不当労働行為を行ったか。

ア １５年度ないし２０年度の賞与について、Ｘ1ら３名に対し、本来支給

されるべき各年度の年間支給月数は何か月か。

イ １５年度ないし２０年度の賞与について、学園が、Ｘ1ら３名に対し、

上記アの本来支給されるべき支給月数よりも低い月数により賞与を支給

したか。仮にそうである場合、これが不利益取扱いの不当労働行為に当

たるか。

(3) 退職金

学園が、Ｘ1及びＸ2に対し、２１年９月４日に是正される以前の給与月

額に基づいて退職金を支払い、是正後の給与月額に基づいた退職金との差

額を支払わないことは、不利益取扱いの不当労働行為に当たるか。

第２ 当事者の主張の要旨

当事者の主張は、以下の主張を付加するほかは、初審命令理由第３の１に記

載されたとおりであるから、これを引用する。

１ 学園の付加主張

(1) 給与について

学園は、１５年度分の給与については１６年９月に、１６年度分の給与に

ついては１８年３月に、１７年度及び１８年度の給与については各翌年の４

月にそれぞれ本来得るべき給与との差額のうち相当額を仮支給してきたもの

であり、その上で、中労委１９年命令が２１年２月１２日付けの東京地方裁

判所判決により確定した後、同命令に準拠した本来支払うべき給与額と既に

支給ないし仮支給した額との差額を是正すべく自主的に調整し、２１年９月

４日には、最終的に１５年度以降の給与をすべて是正した。このような経過

のもと、初審命令時においては、組合員の給与に関しては差別のない状態に
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回復していたものといえ、労働委員会により救済を受けるべき被救済利益は

消滅したものであるから、初審命令が、学園に対して利息相当額の金員の支

払を命じたのは救済の必要性の判断を誤った不当なものというべきである。

(2) 賞与について

以下の点にかんがみれば、賞与の取扱いを不利益取扱いとした初審命令は

取消しを免れない。

ア 初審命令は、「賞与支給対象教職員」には賞与がそもそも支給されない

嘱託雇用の職員らが含まれる可能性が高いとか、本来は支給対象者ではあ

るが、賞与が支給されなかった（以下「ゼロ支給」）教職員について、い

かなる場合にそうなるのかを学園が明らかにしないなどと述べ、学園が主

張する学園全体での平均支給月数は採用し得ないと述べている。

しかし、学園が主張した学園全体での「賞与支給対象教職員」の数は、

所管の文部科学省ないし東京都において専任の教職員として認められた者

の人数であり、これらの専任の教職員には、初審の審問において７０名程

度いると学園のＹ 1 理事長（以下「Ｙ 1 理事長」）が供述したパート職員

や非常勤職員が含まれておらず、いずれも賞与の支給対象となり得る者で

ある。仮に７０名にも及ぶこれらの職員を含めるのであれば、学園全体に

おける教職員の人数が１１０ないし１２０名に留まらないことは明白であ

って、パート職員や非常勤職員の一部を含めているとの初審命令の疑念な

るものは、根拠を欠くもので、失当である。また、賞与がゼロ支給となる

場合については、学園側の評価に基づいて決定するものであるが、個別の

評価については、当該教職員のプライバシーにも関わる問題であるため、

これを明らかにしなかったものであり、相応の理由に基づくものというこ

とができ、具体的な事由を明らかにしなかったことをもって、直ちに、学

園側の年間賞与支給月数に関する主張を否定すべき理由とはならない。し

たがって、初審命令が学園側の年間賞与支給月数に関する主張を採用しな

かったことは不当である。
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イ 初審命令は、組合員と非組合員との間には、年間０．２か月ないし０．

３か月の格差が存在すると認定、評価しているが、これを夏期、年末の各

賞与に分けると、組合員と非組合員との差異は、わずか０．１か月ないし

０．２か月という最小限度の差異に過ぎず、組合員をほぼ非組合員の平均

と同等に扱っているものということができる。かかるわずかの差異が、不

当労働行為によるものと認められるためには、組合員の側で、平均的な教

職員を明らかに上回る働きぶりであったにもかかわらず、平均程度の賞与

に留められたということを主張、立証する必要があるが、そのような主張、

立証はない。そうすると、仮に初審命令が認定した、ゼロ支給の教職員及

び組合員を除いた職員の平均賞与支給月数を基準として判断するにして

も、賞与についての不利益取扱いがあったとは到底認められない。

ウ 初審命令は、非組合員の平均年間賞与支給月数について、１７年度は４．

１か月と認定しており、これは、組合員の賞与支給月数と全く差異がない。

したがって、同年度の賞与の取扱いに関し、組合員には不利益が存在しな

いことになる。しかしながら、初審命令は、学園に対し、同年度について

も４．３か月との差額の０．２か月分の賞与を支給するように命じている

のであって、明らかに自己矛盾している。

(3) 退職金について

ア 初審命令は、Ｘ 1 及びＸ 2 が本来であれば受け取れることができた退職

資金額を、両名の本来の退職金であると解している。しかし、就業規則３

７条は、財団法人東京都私学財団（以下「財団」）から現実に支給された

退職資金の額を、そのまま当該教職員の退職金とすることを予定している

のであり、実際には交付を受けていない金額と、就業規則３５条所定の計

算による金額との多寡を比較して退職金額を決定する構造とはなっていな

いことは明らかである。したがって、初審命令は、教職員の退職金に関す

る就業規則の解釈を誤ったものである。

イ 初審命令によれば、学園の組合員差別に基づいてＸ 1 及びＸ 2 の給与額
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が低額に抑えられ、学園が財団からその給与額で計算された金額の退職資

金しか交付を受けられなかったことにより、結果としてＸ 1 及びＸ 2 が交

付を受けた退職金が低額に留まったという関係にあるといえる。このよう

に、もし差別がなければ支払われたであろう金員の法的性質は、退職金で

はなく、不法行為に基づく損害賠償請求権に外ならない。損害賠償の範囲

を確定するためには、因果関係の存否など複雑な法律上の知識を必要とす

るから、労働委員会において、労働組合ないし組合員が不当労働行為のた

めに受けた損害に見合う金員の支払を使用者に対して命じ得るか否かにつ

いては、これを否定的に解するのが一般的である。すなわち、初審命令は、

学園に対して、本来支払を命じることができない法的性質の金員を支払う

よう命じたものに外ならず、取消しを免れない。

２ 組合らの付加主張

(1) 給与について

ア １５年度から２０年度までの各年度において組合員に支払われるべき給

与の水準及び金額は、当事者間に争いはなく、給与表上の該当号俸、支給

額、是正前の支給額は、初審命令の認定したとおりである。

イ 初審が併合した本件の最初の事件が申し立てられたのは、１７年３月２

８日であり、その後毎年のように組合らが賃金差別の是正を求め、救済申

立てを行ったが、２１年２月１２日の東京地方裁判所判決に至るまで、学

園は、頑として差別をやめようとしなかった。学園が後日差別金額（労働

委員会が認定した給与等と支給額の差額）を支給したからといって、それ

以前の厳然たる差別の実態が消えてなくなるわけではなく、本来の支給日

から実際の差別是正額支払日までの利息相当の付加金額を支払う必要があ

る。したがって、初審命令が不当労働行為に対する原状回復措置として、

各支給日から年５分の付加金額をつけて救済したのは極めて当然かつ正当

な判断である。

(2) 賞与について
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ア 以下の点にかんがみれば、１５年度から２０年度までの間、非組合員

である教職員に対して支給された年間賞与支給月数の年度平均は、少なく

とも４．３か月以上である。

(ｱ) 学園は嘱託や年契約の一部の人はゼロ支給であると認めているので

あるから、ゼロ支給の教職員を除いて、一時金を支給されている人の

中で組合員と比較検討しなければ、差別の有無を判断することはでき

ない。

(ｲ) 中労委１９年命令は、平均的な非組合員の一時金支給実態として、

１４年度は年間４．５か月と判断し、学園自らも１４年度は４．５か

月は支払っていたことを認めている。１４年度と１５年度の中高等学

校の職員数の変動の有無を比較してみるとほとんど変動がない。また、

学園の財政状況をとっても、この間に大きく落ち込むような変動があ

ったというような事実は全くない。Ｙ 1 理事長自身、財政が健全であ

ることを認めている。学園は、１３年度と１４年度については、非組

合員の平均支給実績を明らかにしていたのに、本件の１５年度以降の

平均支給実績は意図的に明らかにしようとしない。したがって、１５

年度以降も、非組合員である教職員に対する一時金の支給実績は年間

４．５か月以上あったものと考えざるを得ない。

(ｳ) 初審命令は、「１５年度から１９年度までの間、非組合員には、お

おむね４．３か月の賞与が支給されていたと推認できる」旨判断を示

したが、同判断が、新規採用、産休で明らかに４．１か月以下の支給

がされている非組合員をも含めての判断であることからすれば、非組

合員には最低でも年間４．３か月の賞与が支払われていること（本来

比較対象とすべき非組合員には年間４．３か月以上、実際には４．５

か月は支払われていること）を明らかにしたものと解するべきである。

イ Ｘ1ら３名は、非組合員である教職員と同等ないしそれ以上の仕事をし

てきた。授業はもちろんであるが、クラブ顧問をはじめ多くの校務分掌を
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も担当してきた。

(3) 退職金について

ア 学園も認めるとおり、退職金額は財団が決定するわけではなく、財団は

あくまで退職資金を交付するのみである。しかも、その交付される退職資

金は、「財団法人東京都私学財団退職資金事業規程」（以下「退職資金規

程」）に基づき、加入期間と退職前の一定期間の平均賃金から機械的に導

かれる。初審命令は、就業規則の解釈を示したものではなく、退職金計算

の基礎となる給与月額において不当労働行為に該当する差別があったこと

から、その救済方法として給与月額について差別がなければ支給されたで

あろう金額、すなわち「本来の退職資金額」までの退職金差額の支払を命

じたものであるに過ぎない。この退職資金の不足を組合員に負担させる合

理的理由は全くない。

イ 学園によるＸ1及びＸ2に対する賃金差別の結果、財団から支給される同

人らの退職資金額が低額に留まったという点をとらえれば、退職金差額の

請求を、不法行為による損害賠償請求と構成する余地も否定できない。し

かし、不当労働行為である賃金差別によって、月額賃金が低額に押さえ込

まれ、その低い月額賃金によって財団が定める標準給与月額への当てはめ

が行われ、低い標準給与月額に基づいて退職資金額が決定されるという、

いわば月額賃金の差別から算術的に退職金差別が導かれる関係にあって、

「因果関係の存否など複雑な法律上の知識」を持ちだす余地もないことか

らすれば、月額賃金、一時金のみならず、退職金差額の支払をも命じるこ

とによって、賃金全体の不利益取扱いの是正を図ることは、不当労働行為

救済制度の趣旨に適うものである。

第３ 当委員会が認定した事実

当委員会の認定した事実は、初審命令理由第２のうち、その一部を次のとお

り改めるほかは、当該認定した事実と同一であるから、これを引用する。この
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場合において、当該引用する部分中、「申立人」を「救済申立人」、「被申立人」

を「被救済申立人」、「本件申立時」を「本件救済申立時」、「当委員会」を「都

労委」、「本件申立て」を「本件救済申立て」、「本件審査手続」を「本件初審

審査手続」、「本件の審問」を「本件の初審審問」と、それぞれ読み替える。

１ ２(3)②を次のとおり改める。

「② Ｘ 1 ら３名の処遇及び勤務状況

Ｘ 1 ら３名は、校務分掌の分担において、消耗品係、清掃係等に限られ、

また、長く同じ教科を担当していても教科主任になることはなかった。ま

た、同人らは、クラス担任にも、クラス担任に任命されないときに就く学

年付きにも任命されなかったため、生徒指導等の打合せを行う学年会議に

も出席できなかった。

なお、Ｘ 1 ら３名は、クラス担任を外される一方で、週番という勤務時

間の延長を伴う業務や授業を他の教員より多く担当していた。Ｘ 2 は、週

番業務を他の教員の２倍担当し、授業数も一番多く担当していた。 」

２ ３(2)①中、「１６年９月」を「１６年９月２８日」に、「１８年３月」を「１

８年３月３０日」に、「１８年４月」を「１８年４月２５日」に、「１８年１

２月」を「１８年１２月２５日」に、「１９年４月」を「１９年４月２５日」

に改める。

３ ４(1)③を次のとおり改める。

「③ 組合が学園に要求した各年度における夏期、年末及び年度末賞与とこれ

を合計した年間賞与の月数、並びに学園がＸ 1 ら３名に対して回答したこ

れらの月数は、表３のとおりであった。

表３ （賞与の要求と回答）

年度 組合の要求 Ｘ 1 に対する回答 Ｘ 2 に対する回答 Ｘ 3 に対する回答

15 年度 5.2 か月(2.0+3.0+0.2) 2.0 か月(1.0+1.0+0.0) 2.9 か月(1.3+1.6+0.0) 2.0 か月(1.0+1.0+0.0)

16 年度 5.2 か月(2.0+3.0+0.2) 2.0 か月(1.0+1.0+0.0) 2.9 か月(1.3+1.6+0.0) 2.0 か月(1.0+1.0+0.0)

17 年度 5.0 か月(1.8+3.0+0.2) 4.1 か月(1.6+2.5+0.0) 4.1 か月(1.6+2.5+0.0) 4.1 か月(1.6+2.5+0.0)
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18 年度 5.2 か月(2.0+3.0+0.2) 4.0 か月(1.6+2.4+0.0) 4.0 か月(1.6+2.4+0.0)

19 年度 5.0 か月(1.8+3.0+0.2) 4.0 か月(1.6+2.4+0.0) 4.0 か月(1.6+2.4+0.0)

20 年度 4.8 か月(1.8+3.0+0.0) 4.0 か月(1.6+2.4+0.0)

注：月数は年間賞与の月数を、（ ）内は夏期、年末、及び年度末賞与の内訳を示す。 」

４ ４(2)③の第３段落及び第４段落を次のとおり改める。

「 なお、産休又は育児休業を取得した中学校、高等学校の教職員は、１５年

度に１名、１７年度に１名（大学にも１名）、１８年度に１名、１９年度に

１名（大学にも１名）おり、これらの教職員の賞与はゼロ支給とされた。ま

た、学園では、嘱託雇用の教職員の賞与はゼロ支給とされ、有期契約の教職

員の中にもゼロ支給の者がおり、それは契約により決まっていた。そして、

新規採用の教職員は、賞与の支給月数が低く設定されていた。

ちなみに、組合が、中学校、高等学校の１５年度ないし２０年度の教職員

構成について調査したところ、嘱託雇用の教職員が１５年度は５名、１６年

度は６名、１７年度は１０名、１８年度ないし２０年度は９名おり、新規採

用の教職員は、１５年度が０名、１６年度が１名、１７年度が５名（うち１

名は嘱託雇用）、１８年度が０名、１９年度が２名、２０年度が４名いた。」

５ ４(2)③中、表４を次のとおり改める。

「 表４ （学園全体の賞与の支給状況） (単位:人）

年度 支給対象 ゼロ支給の 支給があった
支給月数が組合員以下の

支給月数が組合員

教職員数 教職員数 教職員数
教職員数

を上回る教職員数

非組合員 組合員

8 3 68
15 110 31 79

（４．１か月以下） （４．２か月以上）

8 3 66
16 115 38 77

（４．１か月以下） （４．２か月以上）

12 3 65
17 120 40 80

（４．１か月以下） （４．２か月以上）

12 2 59
18 114 41 73

（４．０か月以下） （４．１か月以上）

15 2 54
19 116 45 71

（４．０か月以下） （４．１か月以上）
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14 1 64
20 134 55 79

（４．０か月以下） （４．１か月以上）

」

６ ４(2)④中、表５を次のとおり改める。

「 表５ （平均年間賞与支給月数） （単位：月）

年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度

平均
３．４ ３．０ ２．８ ２．８ ２．７ ２．４

（４．８） （４．５） （４．２） （４．４） （４．４） （４．１）

注：下段（ ）内の数字は、ゼロ支給教職員及び組合員を除いた教職員の平均年間賞与
支給月数を示す。 」

７ ５の次に６として次のとおり加える。

「６ 学園は、初審命令交付後の２３年１月１９日に、初審命令が命じたとお

りに賞与及び退職金の差額の支給（以下「本件初審後支給」）を行ったが、

同命令が命じた給与、賞与及び退職金に係る付加金額は支払わなかった。」

第４ 当委員会の判断

１ 給与について

(1) 争点(1)（学園が、Ｘ1ら３名に対し、１５年度から２０年度までの間、

非組合員と比べて低額の給与を支給したことが、不利益取扱いの不当労働

行為に当たるか。）について

当委員会も、学園が、Ｘ1ら３名に対し、１５年度から２０年度までの間、

非組合員と比べて低額の給与を支給したことが、不利益取扱いの不当労働

行為であると判断する。

その理由は、以下のとおりである。

ア 本来支給されるべき給与月額

学園は、中労委１９年命令を支持した東京地裁判決を受けて、２１年２

月１８日に、Ｘ1ら３名に対し、１５年度から２０年度までの是正給与額

及び等級号俸の一覧表を、本来支給されるべき給与額及び号俸として、自
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ら提示し（前記第３でその一部を改めて引用した初審命令理由第２（以下

「前記第３」）の３(2)②ア）、２１年９月４日、同表に基づき支払済給与

との差額を支払った（同３(2)②イ）。同表には、前記第３の表２の等級

号俸及び給与月額（中段）が記載されており、その昇給経過（等級号俸）

に関する考え方は、中労委１９年命令の考え方と同様、年度当初の年齢が

５２歳までは３号俸、５３歳以上は２号俸昇給するものであった（同３(2)

②ア）。

中労委１９年命令は、１４年度以前の給与についての昇給の考え方を示

したものであるが（同３(1)①）、１５年度以降に給与制度が変更された

との証拠はなく、かつ、上記のとおり、学園が自ら、同命令の昇給の考え

方に基づき１５年度以降の給与についても是正をしており、組合らも学園

が示した等級号俸及び給与月額が本来支給されるべきものであったことに

ついて争っていないから（前記第２の２(1)ア）、前記第３の表２中段の

給与月額が、本来支給されるべき給与と認めるのが相当である。

イ 不利益の存在

本来支給されるべきであった給与月額は、前記第３の表２中段の額であ

ったのに対し、毎月の給与支給時にＸ1ら３名に支給されたのは、同表下

段の額であった。その差額は、Ｘ1が約１１万円から１２万円、Ｘ2が約４

万円から１８万円、Ｘ3が約１０万円から１２万円であり、多い場合には

給与の４割を超える額が減らされて支給されていた。したがって、１５年

度ないし２０年度の給与の支給において、Ｘ1ら３名が大きな不利益を受

けていたことが認められる。

ウ Ｘ 1 ら３名の勤務状況

組合らは、Ｘ 1 ら３名が非組合員である教職員と同等ないしそれ以上の

仕事をしてきた旨主張する（前記第２の２(2)イ）。実際、Ｘ 1 ら３名は、

クラス担任からは外されていたが、週番という勤務時間の延長を伴う業務

や、授業数を他の教員よりも多く担当していた（前記第３の２(3)②）。
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他方、学園は、Ｘ 1 ら３名の勤務成績が劣っていたとは主張していない。

したがって、同人らの勤務成績が、平均的な非組合員と比較して劣ってい

たとは認められない。

エ 労使事情

本件労使は、昭和５５年の組合結成以来、常に対立した関係にあるとい

うことができ、１７年前後の時期においても、昭和５６年度から１０年度

までの間の賃金差別事件が当委員会に係属し、都労委には７年度から１４

年度までの間の賃金差別事件に係る事件が係属していた（同２(2)③・⑤）

など、労使の対立は続いていた。また、東京地裁において、１７年７月１

１日、学園が組合からの団体交渉申入れを原則として拒否しないこと、学

園が組合との団体交渉において具体的資料を示すなどして誠実に行うこと

等を内容として和解が成立した（同２(2)④）にもかかわらず、再開され

た団体交渉において、学園は、交渉員が組合の質問事項に対する回答を読

み上げるだけであり、その後の団体交渉でも回答の根拠の説明や平均昇給

率等の回答をしなかった（同２(3)①・③）。このことに加えて、組合員

は、校務分掌が限定され、定年前後まで各教科を長年にわたって担当しな

がら、教科主任に就くこともなく、クラス担任にも学年付きにも就いてい

なかった（同２(3)②）。これらの事実は、学園が組合や組合員を一貫し

て嫌悪していることの現れというほかない。

オ 不当労働行為の成否

本件においては、上記イのとおり、１５年度ないし２０年度の給与の支

給において、Ｘ 1 ら３名は大きな不利益を受けていたことが認められるが、

上記ウのとおり、同人らの勤務成績が非組合員に比べて劣っていたとは認

められず、この大きな不利益の理由は、上記エ判断のとおり、学園が組合

や組合員を一貫して嫌悪していたからであると考えられる。そうすると、

学園が、Ｘ1ら３名に対し、１５年度から２０年度までの間、非組合員と

比べて低額の給与を支給したことは、同人らが組合の組合員であったこと
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を理由とする不利益取扱いであるといえ、これを労働組合法第７条第１号

に該当する不当労働行為であるとした初審命令は相当である。

(2) なお、学園は、初審命令時においては、組合員の給与に関しては差別の

ない状態に回復しており、労働委員会により救済を受けるべき被救済利益

は消滅したものといえ、初審命令が、学園に対して利息相当額の金員の支

払を命じたのは救済の必要性の判断を誤った不当なものというべきである

と主張する（前記第２の１(1)）。

１５年度以降にＸ1ら３名が学園から現実に支給を受けた給与月額は、前

記第３の表２下段の金額であったが、１５年度以降の賃金について、Ｘ1ら

３名は、本件仮支給により、前記第３の別表１中のＨ、Ｉ、Ｊ欄記載の金

額を受領し、最終的には、２１年９月４日の本件差額支給（同表Ｋ欄）に

よって、一応、本件に係る給与の精算は、付加金額に係る部分を除いて終

了しているといえる。

しかしながら、本件仮支給及び本件差額支給は、前記第３の別表１記載

のとおり、いずれも部分的かつ事後的に処理されたものであり、支給され

るべき時に払われていなかったわけであるから、支給をされていなかった

期間についての不利益が、本件仮支給及び本件差額支給により完全に回復

されたということはできず、その被救済利益が消滅したものとはいえない。

２ 賞与について

争点(2)（学園が、Ｘ1ら３名に対し、１５年度から２０年度までの間、賞与

の支給において不利益取扱いの不当労働行為を行ったか。）について

当委員会も、学園が、Ｘ1ら３名に対し、１５年度から２０年度までの間、

賞与の支給において、不利益取扱いの不当労働行為を行ったと判断する。

その理由は、以下のとおりである。

(1) 争点(2)ア（１５年度ないし２０年度の賞与について、Ｘ1ら３名に対し、

本来支給されるべき各年度の年間支給月数は何か月か。）について

学園は、１５年度から２０年度までの間、組合員に対し、年間４．１か
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月又は４．０か月分の賞与を支給したが、組合員らよりも下回る水準の賞

与の支給を受けている教職員も存在するから、これを是正する必要がない

旨主張する（前記第２で引用した初審命令理由第３の１(2)①）。

他方、組合らは、１５年度から２０年度までの間、非組合員である教職

員に対して支給された年間賞与支給月数の年度平均は、少なくとも４．３

か月以上であると主張する（前記第２の２(2)ア）。

そこで、以下、１５年度ないし２０年度の賞与について、Ｘ1ら３名に対

して本来支給されるべき各年度の年間支給月数は何か月であったかを検討

する。

ア 学園は、Ｘ 1 ら３名の賞与を是正する必要はないとする根拠として、

同人らに２１年９月４日に支給した年間４．１か月又は４．０か月を基

準に、その上下の人数を明らかにし（前記第３の表４）、学園における

各年度の賞与の支給対象教職員全体の年間賞与支給月数の平均値（同表

５の上段）を示した。

イ 学園が、上記アにおいて、賞与の支給対象教職員とした者の中には、

賞与の支給対象でありながら、賞与が支給されなかったと学園が主張す

るゼロ支給の教職員が含まれている。しかしながら、以下のとおり、Ｘ 1

ら３名に対する差別を検討するに当たり、ゼロ支給の教職員を比較の対

象とすることは相当ではない。

(ｱ) 学園は、都労委が賞与がゼロ支給となる場合について釈明を求めた

ところ、ゼロ支給となった教職員には、僅少数の長期病欠者や休職者

もいるが、ほとんどの者は勤務成績等の評価に基づきゼロにしている

と回答した（乙３）が、具体的にどのような評価において賞与がゼロ

となるのかについては、初審及び再審査において明らかにしなかった

（審査の全趣旨）。

この点について、学園は、個別の評価については、プライバシーの

問題があるため明らかにできないから、賞与がゼロとなる場合の評価
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を明らかにしないことには相応の理由があると主張する（前記第２の

１(2)ア）。しかしながら、ゼロ支給となっている者が３１名ないし５

５名もいる状況（前記第３の表４）の中において、ゼロ支給となるほ

ど低い評価がどのような評価であるかを一般的に説明することが個人

のプライバシー保護に抵触するとは考え難いから、賞与がゼロとなる

場合の評価を明らかにしないことに相応の理由があるとする学園の上

記主張は採用できない。

(ｲ) さらに、①賞与の支給対象者のうち、３分の１前後もの教職員の賞

与がゼロ支給となっており、しかも、その数が１５年度から２０年度

にかけて大幅に増えていること（同表４）、②Ｘ 1 ら３名が、過去に昇

給が据置きとなる低い勤務成績のときに産休を取得した場合であって

も、賞与の支給回答額がゼロとなったことはなかったこと（同４(2)⑤

イ）、③当委員会が、第３回調査において、賞与がゼロ支給となる者

が固定化しているかを尋ねたところ、学園は、新しくゼロ支給になる

人もいるが、ゼロ支給の人は毎年度大体同じ者である旨回答したこと、

④賞与支給対象教職員に含まれる嘱託雇用の教職員はゼロ支給であり、

また、有期契約の教職員の中にもゼロ支給の人がおり、それは契約に

より決まっていること（同４(2)③）、⑤嘱託雇用の教職員は、中学校、

高等学校だけでも、各年度５名ないし１０名いること（同４(2)③）を

考え併せると、多くの者が勤務成績等の評価によりゼロ支給となって

いたとは考え難く、むしろ、ゼロ支給の教職員は、嘱託雇用の教職員

等、そもそも賞与が支給されない取扱いになっている場合が多いと考

えられる。

(ｳ) そうすると、Ｘ 1 ら３名がゼロ支給となることは想定し難いから、

Ｘ1ら３名に対する差別を検討するに当たり、ゼロ支給の教職員を比較

の対象とすることは相当ではない。

ウ したがって、ゼロ支給教職員を除外した上で、非組合員の教職員の平均
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的な賞与の支給月数を求めると、前記第３の表５下段カッコ内の数字のと

おり、１５年度は４．８か月、１６年度は４．５か月、１７年度は４．２

か月、１８年度は４．４か月、１９年度は４．４か月、２０年度は４．１

か月、年度平均は４．４か月であり、これが、Ｘ1ら３名に対して本来支

給されるべき賞与の年間支給月数に当たるということができる。

なお、前記第３で改める前の初審命令の第２の表５下段カッコ内の数字

は、１５年度は４．６か月、１６年度は４．３か月、１７年度は４．１か

月、１８年度は４．３か月、１９年度は４．３か月であり、２０年度は不

明となっていたが、これらの数字は、組合員を含めた人数で平均値を求め

ており、ゼロ支給教職員及び組合員を除いた平均値ではないので上記のと

おり修正した。

エ ちなみに、組合らは、１５年度ないし２０年度までの間、非組合員であ

る教職員に対して支給された年間賞与支給月数の年度平均は、少なくとも

４．３か月以上であると主張する（前記第２の２(2)ア）が、当委員会が

上記ウで示した４．４か月との判断と矛盾するものではなく、また、それ

以上の支給月数を認めるに足りる証拠はない。

(2) 争点(2)イ（１５年度ないし２０年度の賞与について、学園が、Ｘ1ら３

名に対し、上記(1)の本来支給されるべき支給月数よりも低い月数により賞

与を支給したか。仮にそうである場合、これが不利益取扱いの不当労働行

為に当たるか。）について

ア まず、学園は、Ｘ1ら３名に対して、本来支給されるべき支給月数より

も低い月数により賞与を支給したか否かを検討する。

(ｱ) 学園が、Ｘ 1 ら３名に対し、２１年９月４日の本件差額支給時点で

支払っていた賞与の支給月数は、１５年度ないし１７年度は４．１か

月、１８年度ないし２０年度は４．０か月であった（前記第３の４(1)

③・④）。

これに対し、本来支給されるべき賞与の支給月数は、上記(1)ウのと
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おり、１５年度は４．８か月、１６年度は４．５か月、１７年度は４．

２か月、１８年度は４．４か月、１９年度は４．４か月、２０年度は

４．１か月で、年度平均は、４．４か月であった。

そうすると、学園が、Ｘ1ら３名に対し、本件差額支給時点で支払っ

ていた賞与の支給月数は、本来支給されるべき月数と比べて、すべて

の年度で下回っており、多い年度（１５年度）では０．７か月分（各

組合員の給与額に応じ、金額にして約２７万円～２８万円）の格差が

生じていた。そして、上記年度平均４．４か月と比べても、１５年度

ないし１７年度は０．３か月分（各組合員の給与額に応じ、金額にし

て約１１万円～１２万円）、１８年度ないし２０年度は０．４か月分

（各組合員の給与額に応じ、金額にして約１６万円～１７万円）低い

賞与が支給されていた。

したがって、Ｘ1ら３名に対しては、非組合員と比べて、相当程度低

い賞与が支給されていたものといわざるを得ない。

(ｲ) なお、この点に関し、学園は、初審命令が「組合員と非組合員との

間には、Ｘ1ら３名につき１５年度から１７年度までの間は年間０．２

か月分の格差が、また、Ｘ2ら２名につき１８年度から１９年度までの

間は年間０．３か月分の格差が認められる」旨を判断したことについ

て、年間０．２か月ないし０．３か月の格差は、夏期、年末の各賞与

に分けると、わずか０．１か月ないし０．２か月という最小限度の差

異にすぎず、組合員をほぼ非組合員の平均と同等に扱っているという

ことができる旨主張する（前記第２の１(2)イ）。

しかしながら、上記(ｱ)のとおり、組合員と非組合員との間には、１

５年度ないし１７年度は０．３か月分（各組合員の給与額に応じ、金

額にして約１１万円～１２万円）、１８年度ないし２０年度は０．４

か月分（各組合員の給与額に応じ、金額にして約１６万円～１７万円）

と、相当程度の差が生じており、これを夏期、年末の各賞与に分けた
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としても、最小限度の差異にすぎないと評価することはできないし、

かつ、組合員への支給月数は、すべての年度で、非組合員の平均を下

回っているのであるから、学園の上記主張は採用の限りではない。

(ｳ) また、学園は、初審命令が１７年度の非組合員の平均支給月数を４．

１か月と認定しており、これは、組合員への賞与支給月数と全く差異

がないから、１７年度については組合員の不利益は存在しないとも主

張する（前記第２の１(2)ウ）。しかしながら、上記１(1)エでみたと

おり、学園の組合嫌悪の情は各年度を通じて一貫したものと考えられ

るため、本件救済申立ての対象年度を全体としてみて不利益の存否を

判断することは何ら不合理ではない。そして、上記(1)ウのとおり、初

審命令における計算を修正したところ、１７年度の非組合員の平均支

給月数は４．２か月となり、組合員の賞与支給月数を上回っているの

であるから、１７年度単独でみても不利益がなかったとはいえず、学

園の上記主張は採用できない。

(ｴ) ところで、学園は、そもそも、Ｘ1ら３名に対し、各年度において、

本来賞与が支給されるべき時期に、本件差額支給により是正された支

給月数により賞与を支給していたわけではない。

学園は、１５年度及び１６年度、組合から賞与について年間５．２

か月の要求があったのに対し、Ｘ1及びＸ3には２か月、Ｘ2には２．９

か月を回答し（前記第３の４(1)③）、１５年度から１８年度までの間、

賃金交渉が妥結していないとして、賞与を支給しなかった（同３(2)

①）。このうち、１５年度及び１６年度は、学園が組合との団体交渉

に応じていない時期であったが、１７年度以降は、団体交渉が開かれ

たものの、Ｙ1理事長が団体交渉が出席しなくなり、学園の交渉員とし

て出席していた校長らが、用意してきた回答月数を読み上げるだけで

あった。いずれの年度においても、学園が全体の平均の賞与支給月数

や金額の提示をしたり、月数決定の根拠を説明することはなかった（同
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４(1)②）。

このように、上記(ｱ)においてみた、Ｘ1ら３名と非組合員との間の

支給月数の差は、学園が本来支給されるべき時期に支給せず、本件仮

支給や本件差額支給により改めたものの、なお、是正されずに残って

いたものであって、これが１５年度ないし２０年度のすべての年度に

ついて現に存在している以上、その多寡がＸ1ら３名の不利益の存在に

何ら影響を及ぼすものではないことは明らかである。

加えて、前記第３の表４をみると、ゼロ支給の教職員を除く、現に

賞与の支給があった教職員のうち、支給月数が組合員以下の非組合員

はわずかである。例えば、１５年度の数字では、支給月数が組合員以

下の非組合員は８名であり、支給月数が組合員を上回る非組合員は６

８名であり、極端な差がみられる。そして、支給月数が組合員以下の

者の中には、新規採用の教職員など、そもそも低い支給月数となる者

が含まれている（同４(2)③）のであるから、支給月数の平均値を比較

するまでもなく、この点からしても、組合員の不利益は明白といわざ

るを得ない。

(ｵ) 上記のとおり、学園は、Ｘ1ら３名に対しては、本来支給されるべき

時期に賞与を支給せず、本件仮支給や本件差額支給を経てもなお、非組

合員と比べて、相当程度低い支給月数により、賞与を支給しており、ま

た、非組合員のほとんどの者がＸ1ら３名よりも高い支給月数により賞

与を支給されていることからすれば、賞与の支給におけるＸ1ら３名に

対する不利益性は明白である。

イ 次に、学園が、Ｘ1ら３名に対し、本来支給されるべき支給月数により

賞与を支給しなかったことが、不利益取扱いの不当労働行為に当たるか否

かを検討する。

上記１(1)ウのとおり、Ｘ1ら３名の勤務成績が非組合員と比べて劣って

いたとは認められないこと、同エのとおり、本件労使関係が厳しく対立し、
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学園が組合や組合員を一貫して嫌悪していたと認められることにかんがみ

れば、上記ア(ｱ)のとおり、学園が、Ｘ1ら３名に対し、１５年度から２０

年度までの間、本来支給されるべき支給月数より相当程度低い支給月数に

より賞与を支給していたことは、同人らが組合の組合員であることを理由

とする不利益取扱いであると考えざるを得ず、これを労働組合法第７条第

１号の不当労働行為であるとした初審命令は結論において相当である。

３ 退職金について

争点(3)（学園が、Ｘ1及びＸ2に対し、２１年９月４日に是正される以前の

給与月額に基づいて退職金を支払い、是正後の給与月額に基づいた退職金との

差額を支払わないことは、不利益取扱いの不当労働行為に当たるか。）につい

て

当委員会も、初審命令と同じく、学園が、Ｘ1及びＸ2に対し、２１年９月４

日に是正される以前の給与月額に基づいて退職金を支払い、是正後の給与月額

に基づいた退職金との差額を支払わなかったことは、不利益取扱いの不当労働

行為に該当すると判断する。その理由は、当委員会における当事者の主張にか

んがみ、以下のとおり判断を付加するほかは、初審命令理由第３の２(4)のと

おりであるから、これを引用する。ただし、この場合において、当該引用する

部分中、「第２．５」は「前記第３の５」と、「表２」は「前記第３の表２」

と、「前記(2)②」は「上記１(1)ア及びオ」と、「前記(1)」は「上記１(1)エ」

と読み替える。

(1) 学園は、「就業規則３７条は、財団から現実に支給された退職資金の額

を、そのまま当該教職員の退職金とすることを予定しているから、初審命

令が、Ｘ 1 及びＸ 2 が本来であれば受け取れることができた退職資金額を、

両名の本来の退職金であると解したのは誤りである。」旨主張する（前記

第２の１(3)ア）。

しかしながら、教職員に対し、退職金の額を決定し、これを支給するの

は、財団ではなく学園であり、財団は、財団の退職資金規程にしたがい、
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標準給与や登録期間に基づき機械的に算出される額を退職資金として交付

するにすぎない。本件においては、学園が、賃金差別の不当労働行為によ

って、Ｘ 1 ら３名に対し、本来より低額の給与月額を支給したため、同給

与月額に基づく財団への出資金の額も少なくなり、その結果、財団から交

付される退職資金の額も少なくなったものであるから、差別がなければ本

来財団から交付を受けることができたであろう退職資金の額は、是正後の

給与月額を基に算出される額である。学園は、就業規則３７条は、財団か

ら現実に支給された退職資金の額を、そのまま当該教職員の退職金とする

ことを予定していると主張するが、本件のように賃金差別の不当労働行為

が行われた場合にまで、同条の趣旨をそのように解釈して退職金の額を決

定するのは相当ではない。よって、学園の上記主張は採用できない。

(2) 学園は、「もし差別がなければ支払われたであろう金員の法的性質は、

退職金ではなく、不法行為に基づく損害賠償請求権に外ならない。損害賠

償の範囲を確定するためには、因果関係の存否など複雑な法律上の知識を

必要とするから、労働委員会において、労働組合ないし組合員が不当労働

行為のために受けた損害に見合う金員の支払を使用者に対して命じ得るか

否かについては、これを否定的に解するのが一般的であるから、これを命

じた初審命令は取消しを免れない。」旨主張する（前記第２の１(3)イ）。

しかしながら、上記のとおり、Ｘ 1 ら３名に対して本来支給されるべき

退職金の額は、是正後の給与月額に基づき算出される額であり、当該額を

支給しなかったことは不当労働行為に当たるのであるから、この救済とし

て、労働委員会が、同額と支払済みの退職金額との差額相当額のバックペ

イを、原状回復措置として命じることは、その裁量権の範囲内に属するも

のであり、何ら問題となるものではない。よって、学園の上記主張は採用

できない。

４ 救済方法について

当委員会も、本件の不当労働行為に対して、初審命令が命じた救済は適切で



- 27 -

あると思料する。ただし、初審命令交付後の２３年１月１９日、学園が初審命

令が命じたとおりに賞与及び退職金の差額部分について本件初審後支給を行っ

たため、本件においては、給与だけではなく、賞与及び退職金についても、事

実上、付加金額に係る部分を除いて精算が終了しているといえる。したがって、

賞与及び退職金については、それぞれ、初審命令が支払を命じた額から、本件

初審後支給の額を、同支給の日（２３年１月１９日）を基準として控除した上

で支払うことを命じるものとする。

なお、各付加金額の計算は以下のとおりとする。

(1) 給与について

給与に係る付加金額は、各月とも、前記第３の表２上段の給与月額と下

段の給与月額との差額について、年５分の割合により、本来の支給日の翌

日から同差額の精算が終了する本件差額支給の日（２１年９月４日）まで、

日割りで計算した額とする。ただし、本件においては、２１年９月４日ま

での間、１６年９月２８日、１８年３月３０日、同年４月２５日、同年１

２月２５日及び１９年４月２５日の５次にわたり仮支給がなされているこ

とから、各仮支給後の付加金額は、上記差額から既に支払われた各仮支給

（給与分）の額を控除した残額について、年５分の割合により、日割りで

計算した額とする。

(2) 賞与について

賞与について、本件差額支給の日（２１年９月４日）までに支給された

賞与（本来支払うべき日に支払った賞与、本件仮支給（賞与分）及び本件

差額支給（賞与分））の内訳は、学園の組合に対する回答が常に夏期賞与

を１．６か月分とし、年末賞与が変動していることを勘案して、夏期賞与

は各年度とも１．６か月分、年末賞与は１７年度まで２．５か月分、同じ

く１８年度以降は２．４か月分を支給されたものとみなす。そして、本来

支給されるべき賞与は、９年度から１４年度までの間、夏期賞与は安定的

に１．８か月支給されていたこと、及び全体の支給月数が減少しているこ
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とを考慮して、本件の対象期間中、各年度とも夏期賞与を１．７か月分、

年末賞与を２．６か月分とする。

したがって、本来支給されるべき支給月数と、支給されたものとみなし

た支給月数の差は、下記の表６の C 欄のとおりとなる。

賞与に係る付加金額は、各賞与とも、前記第３の表２上段の給与月額に

表６の C 欄の数字を乗じた額について、年５分の割合により、各賞与の本

来の支給日の翌日から同差額の精算が終了する本件初審後支給の日（２３

年１月１９日）まで、日割りで計算した額とする。

表６（賞与の支給月数）

15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度

夏 年 夏 年 夏 年 夏 年 夏 年 夏 年
期 末 期 末 期 末 期 末 期 末 期 末

A 本来支給される 1.7 2.6 1.7 2.6 1.7 2.6 1.7 2.6 1.7 2.6 1.7 2.6
べき支給月数

B 支給されたものと 1.6 2.5 1.6 2.5 1.6 2.5 1.6 2.4 1.6 2.4 1.6 2.4
みなした支給月数

C 差（A － B) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.2

なお、上記２(1)ウのとおり、本来支給されるべき賞与の支給月数の年度

平均は、４．４か月であるが、組合らは本件初審命令につき再審査申立て

をしておらず、労働委員会規則第５５条第１項ただし書が、再審査におけ

る不利益変更を禁止していることにかんがみて、初審命令が命じたとおり、

４．３か月を支給したものとしての取扱いを命じることとする。

(3) 退職金について

Ｘ 1 の退職金に係る付加金額は、同人に本来支給されるべき退職金額と

１８年４月２８日に現に支給された退職金額との差額である４７４万６５

００円（上記３で引用した初審命令理由第３の２(4)③）について、年５分

の割合により、翌日から同差額の精算が終了する２３年１月１９日の本件



- 29 -

初審後支給の日まで、日割りで計算した額とする。

Ｘ 2 の退職金に係る付加金額は、同人に本来支給されるべき退職金額と

２０年５月１日に現に支給された退職金額との差額である１４９万２５０

０円（上記３で引用した初審命令理由第３の２(4)③）について、年５分の

割合により、翌日から同差額の精算が終了する２３年１月１９日の本件初

審後支給の日まで、日割りで計算した額とする。

以上のとおり、本件再審査申立てには理由はないが、初審命令交付後の事情変

更にかんがみ、初審命令主文をこの限度で変更することとする。

よって、労働組合法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働

委員会規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり命令する。

平成２４年１月１８日

中央労働委員会

第一部会長 諏訪 康雄 ㊞


